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はじめに

現在日本における、要介護認定者数 533 万人（2012 年）
福祉・介護分野に従事する者は今後、2025 年までにさら
に約 80 万人から約 120 万人の確保が必要となるといった
推計１）がなされ、介護人材の育成が急務である。介護福祉
士の登録者数を見ると、2012 年 5 月の時点で 10 万人を超
え、うち約 3 割が介護福祉士養成校からの資格取得とな
っている。

我が国の高等教育おける留学生数は、学生支援機構の
調査２）では、2011 年 5 月の約 13 万 8 千を超え多少の増減
はあるものの伸び続けている。出身地域別留学生の割合
については、中国、韓国、台湾などアジア地域からの留
学生が 93.5％（前年度 92.4％）をしめ、欧州・北米地域か
らの留学生が 4.0（前年度 5.0）％となっている。日本にお
ける留学生、特にアジアからの留学生の急増は、国家発
展のための国家戦略だけでなく、自国の経済力と人口の
向上により私費留学生が大きく膨らんできていることが
挙げられる３）。そうしたなか、養成校における留学生数
は、日本介護福祉士養成施設協会　平成 23 年度調査４）に
よると、46 名見られており、この数は、昨年より 18 名増
加している。これらのことから介護福祉士養成校におけ
る留学生数は、今後も増加していくことが予想される（表
1）。

日本は現在、外務省主導としての経済連携協定ＥＰＡ
により、フィリピン、インドネシアの国に限定し、介護福
祉士候補者が 2011 年度まで 888 人入国を行っている５）。3
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年間実務経験後、国家試験をうけ合格者であれば、介護
福祉士としての特定活動ビザ取得の道は開かれている

（2009・2010 年度はフィリピンのみ就学コースが認められ
ていたが現在は募集していない）。日本政府とベトナム政
府は 2012 年 4 月 18 日、両国間の経済連携協定（EPA）の
もとで、看護師および介護福祉士の候補者を日本に受け
入れることに関する書簡の交換を行い、今後、このよう
にアジア圏へのＥＰＡ拡大は検討されているが、あくま
で経済協定であり、人材不足の観点からの政策ではない。
このため、通常の介護福祉士養成校への留学生について
は、日本で介護福祉士の資格の取得を行っても、日本で
の就労資格を得ることは現行の法律ではできない。外務
省の就労ビザの在留資格には、看護師や、理学療法士は
医療の分野で在留資格が認められているが、福祉や介護
では認められずせっかく資格を取得したとしても、就労
は叶わないのが実情である。

外国人の養成校の卒業後の介護福祉士資格取得後の就
労について、社会への働きかけを目指し、留学生の支援
方法への実態調査を行い、ニーズを明らかにすることは、
質の高い介護人材の確保と育成への新しいルートの確立
のためにも基礎的データとなり意義がある。
１．目的

介護福祉士養成校における留学生支援のニーズを調査
し、今後外国人留学生への支援課題と、求められるソー
シャルアクションの方向性への示唆を得ることを目的と
する。
２．方法
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日本における養成校ルートの介護福祉士資格を取得した後の就労について社会への働きかけを目指して、介
護福祉士養成校における留学生支援のニーズを調査し、今後外国人留学生への支援課題と、求められるソー
シャルアクションの方向性への示唆を得ることを目的とし介護福祉士養成校へのアンケートを実施した。結
果、養成校の教員や支援者は過去にも支援の経験がない者が多く、統一した支援の方針もないため各自が手
探りで支援を行っていることも負担が大きい原因であり、課題である。介護福祉士養成校における留学生支
援は、制度上の基盤が不安定で今後の方針が見えないことが一番の課題である。長期的な課題としては、日
本において介護の成熟とともに外国人を受け入れ、夢を持ってやって来る学生に魅力ある日本の介護を安心
して学んでもらい、社会的に評価されることが望まれる。
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１）対象者：介護福祉士養成施設校全数調査 383 校の留学
生支援担当者と養成校に在籍する在学留学生

２）調査期間：2012 年 6 月 26 日～7 月 25 日
３）郵送式アンケートの実施回収を行った。留学生への質

問紙は、日本語版・英語版を作成した。
４）調査内容：支援担当者に対し①大学の受け入れ基本情

報②卒業後進路③支援経験④支援の困難な内容を尋ね
た。留学生に対し①基本属性、②卒業後の希望進路③
介護福祉を学ぶ動機④現在困っていること⑤受けたい
支援等を尋ねた。

３．倫理的配慮
研究協力者に対し、個人、団体が特定されることや情

報が外部に漏れることはないように細心の配慮を行うこ
と。この調査への参加は自由であり、答えたくない質問
には答えなくても良く、答えないことでの不利益は生じ
ないことを文書にて説明を行い、回答を持って同意を得
たものと取り扱った。
４．結果
１）受け入れ養成校の基本属性と卒業後の進路

回答のあった 191 校のうち（養成校回答率 49.7％）現在、
過去ともに留学生受け入れ実績のない養成校が 167 校

（87.4％）であった。現在、過去ともに留学生受け入れある
と回答した養成校 24 校（12.5％）であり、現在養成校に留
学中の学生 8 人のデータの両方を分析した。留学生受け
入れ実績があると回答があった養成校は、2 年制のコース
が 19 校と最も多く、次いで 4 年制 4 校、3 年制 1 校の順
であった。現在の受け入れ国の多い順は韓国、中国、つ
いでフィリピン、カンボジア、マレーシアであった。過
去には中国、韓国、ブラジル、ガテマラがあった。今後
入学予定者には、台湾なども上がった。在学生の性別は、
男性 38％、女性 62％人で女性の方が多く、年齢は 20 歳
代・30 歳代ともに 50％であった。

過去の卒業生の卒業後の進路を支援員に尋ねたところ、
過去の留学生は、帰国 6 人と進学が 5 人、福祉施設 2 人、
介護以外の就職も 2 名いた（図 1）。

現在在学中の留学生に卒業後の日本での就職を望むか

を尋ねたところ８人全員が望むと答え、希望職種は介
護・福祉 8 人で全員が希望するものの、実際には認められ
ないため、事務 2 サービス 1 製造業 1 芸能 1 語学・通訳
4 教育・研究 3 医療 1 人間科学 1 とバラつき、支援員の把
握している在学生の卒業後の希望は回答が少なく、帰国
が 3 人、進学 1 人、未定であり今後の見通しが立ってい
ないことが伺える。

２）支援体制
養成校の受け入れ側の支援体制を明らかにするため、支

援者の役職や過去の支援経験を尋ねた。留学生の専門支
援員の設置があるかという問いに対しては、いるものが 5
校、いないものが 18 校といない場合が多く、教員兼務が
11 校、事務職兼務が 4 校で、担任を中心に教員全員で関
ったり、支援職員と言う配置はしておらず教員兼務、事
務職兼務と言ったものが支援を担当しているところが多
かった。支援員の配置があったものであっても、国際部
との兼務と言った他の学科の留学生担当をおこない、介
護単独ではなかった。

また留学生の支援経験について尋ねたところ留学生の
支援経験が初めての者が多く、過去に支援経験があった
者は 6 人で、初めて支援担当者となった者が 14 人であ
り、過去に支援経験のある者は全体の 1/3 だった。何ら
かの留学生支援の研修についても過去の参加したことの
ある者は 6 人に留まった。支援員は手探りの状態で、支
援を行っていることが伺えた。
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表1　介護福祉士養成校留学生数
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図１　過去卒業後進路　n=15
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図２　受け入れ側の体制
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３）困難さを感じること
支援員が感じる支援の困難さを項目別に 1 点「全く困っ

てない」、2 点「あまり困ってない」、3 点「どちらでもな
い」4 点「少し困っている」5 点「大変困っている」の 5 段階
で尋ね、その理由を尋ねた。特に困難と感じる平均得点
が高いものは「言語」3.25 が最も高く、ついで「就職・進路
支援」の 3.21、「異文化理解」2.76、「学習」2.6、「経済的」
2.6、「生活習慣」2.55 であった（図 3）。

留学生にも現在困っていることを同様に尋ねた結果、
「言語」と「就職・進路」が 4 点と高く、次いで「経済的」と
答えたものが 3.5、「異文化理解」が 2.76、「学習」と「生活
習慣」2.75 であった。

各項目の困難と感じている程度を見ると、支援員は、
就職、進学について「大変困っている」が 50％、「少し困っ
ている」と回答したものは 13％と困っている度合いの高い
両者を合わせると 63％と最も多く困っていた。言語につ
いては、同じく「大変困っている」、「少し困っている」を
合わせると 50％が困っていると回答した。

留学生全員、「全く困っていない」という回答はみられ
ず、「あまり困っていない」以上の回答で、日本での生活
に何らかの困難を感じていた。中でも「言語」については、

「大変困っている」との回答が 25％、「少し困っている」が
62.5％で全体の 87.5％を占め、言葉の問題は留学生の共通
した問題である。また留学生は「経済面」でも 62，5％が困
っていると回答した。支援員、留学生共に「大変困ってい
る」と回答した者の割合が多いトップは「就職・進学」であ

り、「言語」より深刻さが伺える。

４）支援員と留学生が困難と感じる内容
支援員、留学生の困難や課題の記述内容を分析した結

果 154 コードを抽出した。意味の類似性によって分類し、
38 のサブカテゴリーと 5 つのカテゴリーが抽出された。留
学生受け入れの大きな課題は、大別すると①卒業してか
らの就労、②言語、③生活、④サポート体制であった。
言語についての内容を見てみると、日常会話は 2 年間で
問題なくできるようになるが、「専門用語」「漢字」「古い
言い回し」「記録」といったことが大きな問題となってい
る。実習に行って、高齢者との会話や実習記録を書くこ
とが困難となっており、中には、授業についていけず日
本語授業を提供したという例もあった。言語について何
らかの支援を必要としている。

就職については、「日本人以上のホスピタリティの高さ
を買われて就職の機会に恵まれています」と言う回答があ
る一方で、「介護で働きたいと希望しても働けないから」

「一般的な紹介しかできない」「帰国以外の選択肢もなく
何の支援もしてあげられなかった」「せっかく日本で勉強
し、国家資格があっても実際に就労ビザの許可が下りな
いため帰るしかない」「勉強したこと（介護）で就職はでき
ないし、そのほかには何も資格がないので他の仕事も見
つけられない」「卒業してまだ日本で働けるかわからな
い」等の不安は支援員、留学生共に大きく、「介護の仕事
に意欲があるのに、国籍の問題で働くことができない制
度の壁」といったように制度の壁が大きな問題となってい
る。

留学生が抱く日本への思いは、「長い間戦争があってお
年寄りと障害者がたくさんいます」「介護福祉になれば、
国に戻ってから親はもちろん多くのお年寄りを幸せにす
ることができると思います」「自国と日本の介護の違いを
知りたかったから」「日本の介護福祉士知識が方々成熟し
ているため」「子供の時から日本に来たかった」「国でも
日本と同じに介護福祉士の施設があったら、とてもよい」
というように、日本の介護に憧れ自国のために勉強した
いという熱い思いで留学に来ている。
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生活については、経済的な問題は大きく、「バイト等を
しないと生活も厳しい」「現在円高で、私費留学生には経
済的に厳しい」「学生はバイト時間の制限もあるから、バ
イト代は小遣いしかならない」「親に迷惑を掛けたくない
ので、留学生の日常生活のサポートとなるようなことが
あればいい」「経済的支援がどれだけ受けられるかが卒業
までのネックになる」と言った、経済的支援の課題も上が
った。生活面では、「理解はできるが、年配の人とかかわ
るときに文化の違いを感じます」や「仕事のやり方や考え
方などが、時々食い違った」などもあるが、慣れたという
意見も多かった。

支援体制については、「先生」や「クラスメート」がキー
ワードとなっている記述が多く、授業外の補習を行って
いるところもあった。現行では、留学生が一人というと
ころが多いが、「留学生が多いと支援担当教員が別にいな
いとクラス担当だけでは無理があると思われる」と言う意
見や、「受け入れ側の養成校に対する研修などある程度統
一した形で行っていく必要がある」や「平成 27 年から国試
化で大丈夫かと思う」など支援側の不安も大きい。また、
困った事例としては、体調不良時の自国の保護者への連
絡等が緊急時発生した場合に困ったという内容も見られ
た。

以上の点をまとめると、次のことが明らかとなった。
①支援職員・特に留学生は、言語において日常会話より
漢字や専門用語、古い言い回しなど、困難さを感じ、記
録や実習の難しさがある。
②就職については、就労ビザ問題から、介護以外の職や、
帰国せざる得ないものが多く、制度の改正が望まれてい
る。
③留学生は、経済的な問題を抱えている者が多いため、
アルバイトに費やす時間が大きな負担となっている。
④介護養成校の支援職者は教員、事務職の兼務が多く支
援の経験が少ない一方で、実際の支援者は大きな役割を
持つ。
⑤養成校単体では、手探りの支援となり負担も大きいた
め、各養成校間の支援に対するネットワークづくりや、
情報の共有と言った横のつながりが必要となる。

５．考察
１）受け入れ養成校卒業後の進路

日本における、介護福祉士の在留資格については、
1999 年 8 月に閣議決定された「第 9 次雇用対策基本方針計
画」および「出入国管理基本計画」において「専門的・技術
分野の外国人労働者」として就労を目的とする在留資格 14
種に該当する外国人であり、福祉は含まれておらず，現
行ではＥＰＡ以外で、外国人介護福祉士を受け入れる仕
組みはない６）。今回介護福祉士として働けると回答したも
のは、唯一修学コースが認められていたフィリピンの留

学生が卒業年度を迎えるためであろうと推測されるが、現
在はフィリピン側の事情により募集を行っていない。そ
の在留資格の制限のため留学生は日本の進んだ福祉、介
護に憧れを持って入ってくるが、制度上の関係で介護へ
の就労は叶わず、他の職へ就くが、就労がかなわない学
生は帰国を余儀なくされている。法務省は 2010 年 3 月の
外国人の入国・残留資格について指針を示す「第 4 次出入
国管理基本計画」７）において、我が国の国家資格を有する
医療・介護分野の外国人の受け入れの中で、「我が国の大
学等を卒業し、介護福祉士等の一定の国家資格を取得し
た外国人の受け入れの可否について検討を進めていくこ
ととする」とあるが、未だ国会に改正案が提出されず、検
討はなされていない。留学生や支援側からも就労ビザの
取得が可能となるような制度改革は早急に求められてい
る。

言語についての困難さは、留学生のみならず支援員と
両者が感じている。日常会話は問題なく話せるようにな
るが、専門用語、書くこと、試験での読解力、昔の言い
回しや方言が難しいため、実習においての苦労が伺え、3
年後の国家試験導入時への不安も大きい。サポートの多
くは教員、周囲のクラスメートが多く、言語のみが原因
でついていけない学生は見当たらなかった。EPA の介護
職員の業務能力調査８）についてみると、就労 1 年目は多く
は日本語のコミュニケーション不足による介護業務での
問題発生で、受け入れ 1 年経過後の日本語によるコミュ
ニケーション能力は、問題ないという結果であり多くは
日本語能力の向上により、解決できる問題がほとんどだ
という。同じように留学生の就学期間中において日本語
の何らかの支援があれば、十分な学力を身に付けること
ができると予測される。学力も日本人以上のものや、規
範もしっかりしているとのプラスのイメージの回答が多
かった。問題となるのは、生活のためアルバイトに時間
を取られ学習についていけないなど経済的な問題もあり、
何らかの経済的支援も必要である。他に生活習慣が違う
ことによるトラブルや、保護者との連絡が取りにくいな
どがあった。

養成校の教員や支援者は過去に支援の経験がない者が
多く、介護養成校の支援職者は教員、事務職の兼務が多
く支援の経験が少ない一方で、実際の支援者は大きな役
割を持つ。養成校単体では、手探りの支援となり負担も
大きく養成校間での支援に対するネットワークづくりや、
情報の共有と言った横のつながりが必要となる。統一し
た支援の方針もないため各自が手探りで支援を行ってい
ることも負担が大きい原因であり、課題である。

介護福祉士養成校における留学生支援は、制度上の基
盤が不安定で今後の方針が見えないことが一番の課題で
ある。長期的な課題としては、日本において介護の成熟
とともに外国人を受け入れ、夢を持ってやって来る学生
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表２　支援職員と留学生が困難と感じる理由と課題
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に魅力ある日本の介護を安心して学んでもらい、社会的
に評価されることが望まれる。
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